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Ａ．研究⽬的
毎年 6 ⽉ 30 ⽇付で⾏われるいわゆる 630 調査は、

わが国の精神保健福祉のモニタリングにおいて貴重
な基礎資料である。しかし、データ数や対象施設数が
⾮常に多く、収集から公表までに⻑く時間を要してお
り、調査の迅速化の必要性が「これからの精神保健福
祉のあり⽅に関する検討会」で指摘されていた。本研
究班では、平成 29 年度に調査⽅法の迅速化とナショ
ナルデータベース(NDB)等の他調査で代替可能な項

研究要旨：6 ⽉ 30 ⽇付で全国の精神科病院、精神科診療所、障害者福祉施設・事業所、および精
神保健医療福祉⾏政の状況について調査が⾏われているが、このいわゆる「630 調査」は、わが国
の精神保健福祉のモニタリングにおいて貴重な基礎資料となってきた。本研究班で得られた 630 調
査のデータは、厚⽣労働科学研究班「精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究」（以下、
「⼭之内班」という。）において活⽤され、医療計画等により資することができるよう、精神保健医
療福祉の現況を⼀元的に把握できる新しい精神保健福祉資料を作成するための基礎データとなっ
ている。平成 29 年度は、630 調査の調査形式の改善を通して⾼い回収率の維持と調査プロセスの
迅速化を達成したが、いくつかの改善点が実際に調査を実施し、データクリーニング作業等を⾏う
中で発⾒された。平成 30 年度は平成 29 年度の調査実績と集計を通して得られた改善点を分析し、
それを⽣かした調査票への反映などを⾏い、より精度の⾼い精神保健福祉資料の作成を作成すべく
調査票の改善を⽬指した。また⾃治体調査において、精神医療審査会の項⽬を新たに 630 調査に統
合した。本研究班においては、⼭之内班で⾃治体の地域医療計画や障害福祉計画等の策定にこれま
で以上に貢献できる新しい精神保健福祉資料を作成するにあたり、既存の 630 調査の改訂を⾏う
ことで、重要な役割を果たした。
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⽬の調査項⽬からの除外や、調査票の形式の統⼀など
を⾏い、公表までの時間を⼤幅に短縮したにもかかわ
らず、⾼い回答率を保つなど新たな 630 調査としての
成果を残した。⼀⽅で、平成 29 年度の調査を終えて
いくつかの改善点が⾒つかったり、⾃治体調査におい
て新たな項⽬の追加を検討する必要が⽣じたため、平
成 30 年度平成 30 年度にさらなる改善と改変を⽬的と
し、調査の⽴案および実施を⾏った。

Ｂ．研究⽅法
平成 29 年度に作成した調査票をベースとして、⽂

⾔の修正や分かりやすい例を調査票内追加する、また
マニュアルと調査票の統合など、より回答側がわかり
やすく、ミスなく⼊⼒が可能となるように調査票の改
変等を⾏った。なお、平成 29 年度と同様に電⼦媒体
の調査票の設計、医療機関や⾃治体からの調査票回収
に⽤いたアップロードサイトの作成・運⽤および収集
した個々の⾃治体や医療機関データを⼀つのデータ
ブックにまとめる粗集計については⽇本アイ・ビー・
エム株式会社に委託した。調査票は巻末資料として掲
載した。また、平成 29 年度から平成 30 年度にかけて
項⽬の⼤きな⾒直しはなかったが、精神医療審査会に
関する調査について⾃治体調査の中に組み⼊れた。精
神医療審査会調査は、全国精神医療審査会連絡協議会
役員会、精神保健福祉センター⻑会からの意⾒聴取に
加え、⾃治体職員へのアンケート調査を実施した。ま
た、各⾃治体から寄せられた意⾒から論点を抽出し、
その対応案について班会議で検討の上で合意を得て、
新しい調査票を作成した。H30 年度 630 調査において
は、検討時点で既に⾃治体としての集計が進んでいた
ため、従来の集計型の調査票を採⽤したが、H31 年度
630 調査においては審査のボトルネックを把握するこ
とで、⾃治体⾃⾝が精神医療審査会のあり⽅について
検討することが可能なように、個票形式での調査票を
採⽤した。

（倫理⾯への配慮）
「⼈を対象とする医学系研究に関する倫理指針」を踏
まえ、個⼈情報保護等について⼗分に検討した上で、
調査事務局として調査を企画・実施した。⽒名等は調
査項⽬に含めなかった。
Ｃ．研究結果

平成 30 年度に収集したデータは全国 47 都道府県、
全国 20 政令指定都市、全国の精神科・⼼療内科を標
榜する病院：2427 施設(精神病床を有するもの：1612, 

精神病床を持たないもの: 815 施設)、精神科・診療内
科を標榜する診療所：4024 施設、全国の訪問看護ステ
ーション：7454 施設であった。回収率については、⾃
治体票は 100%、病院票は精神病床を有する医療機関
が 97.7%、精神病床を持たない医療機関が 66.0％であ
った。また、精神医療審査会調査も 630 調査への統合
を果たした。今年度得られたデータについては粗集計
が完了したものを⼭之内班に提供し、今後公表される
予定である。

Ｄ．考察
平成 29 年度で発⾒された改善点等を修正したこと

により、平成 30 年度の調査実施期間中の問い合わせ
件数を約半数にすることに成功した。また、調査後の
データクリーニングおいても、各医療機関や⾃治体か
ら集まったデータのミスが減少していることが確認
され、平成 30 年度の改善が⼀定の効果をもたらして
いると考えられる。また、実際に⾃治体から 630 調査
のデータについての問い合わせや、調査項⽬への要望
等が増加してきており、630 調査がリアルタイムで医
療計画や障害福祉計画に活⽤され始めていることは
成果の⼀つであると考えられる。

Ｅ．結論
平成 29 年度に調査形式の⼤幅な改善により、⾼い

回収率を保ちつつ調査プロセスの迅速化に成功した
ことを受けてさらなる改善を平成 30 年度に⾏った。
この成果は精神保健医療福祉の現況についてより適
切な把握が可能となり、⼭之内班による、NDB 等の
データと合わせた精神保健医療福祉の現況を⼀元的
に把握できる新しい精神保健福祉資料の作成におい
て、重要な役割を果たしており、平成 30 年度におい
て更に調査票や集計システムのブラッシュアップを
⾏ったことで、精神保健福祉資料がユーザーにとって
活⽤しやすい資料となっていると考えられる。
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